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まちづくりの
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権利関係の概

オ

の概要 

心

等

民

計

ク

い

ト

て

年

オ

社

及

部

 

概要 

用

は

施

 

概要 

 

ガール紫波

紫波町は、

としたまち

をふまえ、平

連携基本計画

画に基づい

ト）」を実施

る。 

オガールプ

全体の調整

「オガール

７月に増資

町有地を活用

ガール紫波

」が町有地

び運営を実

分について

紫波中央駅前

して官民複合

官民複合施

子育て応援

設部専用部分

公共
（

事
（紫

（岩手県） 

ＪＲ東北本線

づくりを実施

平成 21 年３

画」（平成 2

て「紫波中

施しており、

ロジェクトに

業務等を行

紫波株式会社

し、紫波町の

用して整備

株式会社が

の貸し付け

施している。

は、施設の完

前の約10.7

合施設（オガ

設（オガー

センター、地

分には事務所

図書館等
共施設専有部分
紫波町所有）

事業用定期借地
紫波町準共有

線紫波中央駅

施していく

月に紫波町

21 年２月紫

央駅前都市整

様々な方法

においては、

う事業主体

社」を設立

の出資割合は

した官民複合

100％出資

を受けて官民

。また、官民

完成後に紫波

haのうち駅

ガールプラザ

ルプラザ）の

地域交流セ

所、店舗、診

分
共有
部分

地
有）

土地所有者
（紫波町）

駅前の約 10.

ため、町民や

町議会の議決

波町）を策定

整備事業（オ

により町有地

平成 21 年

として紫波町

している。（

は 39％となっ

合施設（オガ

した「オガー

民複合施設の

民複合施設に

波町に売却し

駅に近い約0.

ザ）を整備し

のうち、公共

ンター、図書

診療所等があ

店舗等
民間施設専有
（株式会社所

事業用定期
（株式会社準

者

7ha の町有地

や民間企業の

を経て「紫波

定した。この

オガールプロ

地の活用を図

６月にプロジ

町が 100％出

（その後、平

った。） 

ガールプラザ

ールプラザ株

の整備、維持

における公共

している。 

6haの町有地

した。 

共施設専用部

書館があり、

ある。 

等
有部分
所有）

期借地
準共有）

 

地を中

の意見

波町公

の基本

ロジェ

図って

ジェク

出資し

平成 22

ザ）は、

株式会

持管理

共施設

 

地を活

部分に

、民間

事業業方式の概要要 

 

土土地所有者
（紫波町）

貸付
（事業用

公共施設
買取

出典

用定期借地権）

設専有部分

図：平

典：新・公民連

（

平面プラン 

携最前線 PPP

利活用者
（株式会社）

まちづくり（ht

・町有地借
・施設整備
・公共施設
・民間施設
・共有部分
・施設の維

ttp://www.nikk

受

専有部分売却
専有部分所有
共有
持、管理及び

keibp.co.jp/art

却
有

び運営

ticle/tk/201500216/435677/） 

資料１ 
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権利関係の概

中

の概要 

囲

み

（

や

い

等

に

ト

平

社

（

ス

野

 

概要 

パ

の

配

ー

用

 

概要 

 

野セントラル

中野区は、

を対象とし

出す活動拠点

中野駅周辺地

旧警察大学校

警視庁警察

国（財務省

が土地を取得

平成 20 年に

よる「中野四

ラルパーク」

成 26 年には

「中野セン

が「中野四

中野セント

ビル（中野セ

セントラル

約 16.8ha の

ーク」は、約

約３ha の敷

置し、隣接す

クアベニュ

してまちの活

公

土地所
（中野

ルパーク（東

ＪＲ中央線中

た中野駅周

点」としてい

地区のうち、

校等跡地地区

学校等とし

）による土地

得した上で活

には「東京警

四季の森公園

」が竣工、平

は早稲田大学

トラルパー

季の森公園

ラルパーク

セントラルパ

パークレジデ

の「中野四季

約 1.5ha の

敷地において

する大学や公

ー）を設け、

活性化に資す

公園 公開

所有者
野区）

東京都） 

中野駅を中心

辺地区を「東

いくためのま

、「中野四季

区）は、平成

て使用されて

地処分が行わ

活用している

警察病院」が

園」、東京建

平成 25 年には

学がそれぞれ

ク」は、土地

」に隣接し

イースト（東

パークサウス

デンス（住宅

季の都市」内

の「中野四季

て２棟のオフ

公園と一体的

、東京建物株

する活動を行

開空地

オフ

（株

土地
（株式

心とする周辺

東京の新たな

まちづくりを

季の都市（な

成 13 年まで警

ていたが、同

われ、中野区

る。 

が開業し、平

建物株式会社

は明治大学、

れ開校してい

地を取得した

た東側の敷地

東棟））、南側

ス（南棟））

宅棟））を整

内において、

の森公園」

ィスビルと

的に整備開発

株式会社が当

行っている。

フィス、店舗
民間施設

株式会社所有

地所有者
式会社）

辺の約 110ha

なエネルギー

を進めている

かのしきのま

警察庁警察大

同施設の移転

区及び民間事

平成 24 年に中

による「中野

帝京平成大

る。 

た東京建物株

地にオフィス

側の敷地にオ

及び賃貸住宅

整備した。 

「中野セン

の東南側を囲

１棟の賃貸住

発した公開空

当該公開空地

 

舗等

有）

 

a の範

ーを生

る。 

まち）」

大学校

転に伴

事業者

中野区

野セン

大学が、

株式会

スビル

オフィ

宅（中

 

トラル

囲う形

住宅を

空地（パ

地を活

事業業方式の概要要 

 

※

建物所有者
土地所有者
（株式会社

※土地建物所

まちづくり

者
者
）

・公有
・民間
・民間
・民間
・公開

所有者は、東

り団体として

出典：オフィス

有地購入
間施設整備
間施設所有
間施設の管理及
開空地の管理及

京のしゃれた

登録すること

スビル NAKANO C

図：平面プ

及び運営
及び運営

た街並みづく

とにより、公

CENTRAL PARK（

プラン 

り推進条例

公開空地等を活

http://office.

（平成 15 年

活用してまち

tatemono.com/

年東京都条例第

ちの活性化に

/nakano-centra

第 30 号）第

に資する活動を

lpark/redevelo

39 条に定め

を行っている

opment.html） 

める

る。 
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柏
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と

画

る

整

中

ゴ

平

公

ア

動

た

て

会

と

進

 

概要 

ス

テ

施

京

イ

り

 

概要 

 

の葉アーバ

千葉県は、

した約273h

事業柏北部

。 

平成12年に

理事業が施行

央部の大部

ルフ倶楽部」

成 18 年に商

民学が連携

ーバンデザ

拠点がつく

。（現在は、

いる。） 

ＵＤＣＫは

議所、田中

なり、共同

するシンク

つくばエク

147 街区、

ィ先行開発

設、オフィ

大学が約 0.

トを整備し

公社を介し

商業
民

（民

土

ンデザインセ

つくばエク

haの範囲を対

部中央地区一

に柏都市計画

行され、平成

分を占めて

」が閉鎖、平

商業施設であ

したまちづ

インセンター

ばエクスプ

東京大学柏

、東京大学、

地域ふるさ

で運営、協働

タンク機能も

スプレス柏

148 街区、1

エリアとして

ス等が整備

2ha の敷地

、その一部

て入居してい

業、住宅等
民間施設
民間所有）

土地所有者
（民間）

センター（Ｕ

スプレス柏の

対象として計

一体型特定土

画事業柏北部

成 13 年には

いた三井不動

平成 17 年に

ある「ららぽー

くりを推進す

ー（略称ＵＤ

プレス柏の葉

柏の葉キャン

、千葉大学、

と協議会、首

働しながら

も備えた組織

の葉キャンパ

50 街区、15

て約 14.2ha

されており、

地に東京大学

にＵＤＣＫが

いる。 

ま
一

（

（

ＵＤＣＫ）（

の葉キャンパ

計画人口26,

土地区画整理

中央地区一体

土地区画整理

動産株式会社

につくばエク

ーと柏の葉」

する任意団体

ＤＣＫ）」が

葉キャンパス

パス駅前サ

、柏市、三井

首都圏新都市

まちづくりの

織として成長

パス駅周辺の

51 街区は、柏

の範囲に住

、その一角に

柏の葉キャ

が一般財団法

まちづくり団
一部建物賃借
（財団法人）

建物所有者
（国立大学法人

土地所有者
国立大学法人

千葉県） 

パス駅周辺を

000人の柏都

理事業を行っ

体型特定土地

理事業の対象

社が所有する

スプレスが

」の開業とと

体として「柏

設立され、そ

ス駅前に設け

テライトに入

井不動産、柏

市鉄道が構成

の構想、計画

長している。

の柏の葉キャ

柏の葉スマー

住宅、ホテル、

に国立大学法

ンパス駅前サ

法人柏市まち

団体
借者

者
人）

人）

 

を中心

都市計

ってい

地区画

象地区

る「柏

開通、

ともに、

柏の葉

その活

けられ

入居し

柏商工

成団体

画、推

 

 

ャンパ

ートシ

、商業

法人東

サテラ

ちづく

事業業方式の概要要 

 

（

図：

建物所有者
土地所有者

（国立大学法人

周辺図 

一部

者
者
人）

部建物賃貸

利活用者
（財団法人）

・一部建物
・賃借部分
・ＵＤＣＫ

出典：ＵＤＣ

物賃借
分管理運営
Ｋへの拠点提供

図：UDCK 平面

ＣＫ ＨＰ（http

供

面図 

p://www.udck.jjp/） 
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まちづくりの

土地利用の概

権利関係の概

て

の概要 

創

の

あ

い

町

鉄

る

（

法

活

す

株

平

 

概要 

ア

エ

が

産

イ

地

 

概要 

 

んしば（大阪

大阪市は、平

造戦略」（平

形成を図る

る天王寺公

る。 

天王寺公園

線の天王寺

道ターミナ

。 

大阪市は、

エントラン

律第 79 号）

用して天王

ることとし

平成 26 年に

式会社（その

成 27 年に天

約 26ha の天

約 2.5haと茶

ントランス

設けられた

株式会社は、

ベント等の

・施設の維持

阪府） 

平成 24 年に

平成 24 年大

重点エリア

園を核とす

は、ＪＲ関

駅、阪界電車

ルに隣接し、

この鉄道タ

スエリア）等

第５条に定

寺公園の魅

た。 

に民間事業者

の後近鉄不動

天王寺公園内

天王寺公園の

茶臼山北東部

エリアには多

他、飲食・物

、飲食・物販

企画・実施、

持管理を実施

広場等

に大阪府とと

大阪府・大阪

のひとつに

る「天王寺

西本線、大阪

車の天王寺駅

、周辺には豊

ーミナルに近

等を対象とし

定める設置管

力創造と管理

者の募集選定

動産株式会社

内の一部をリ

のうち、天王

部エリア約0

多目的に利用

物販施設等が

販施設等の設

、プロモー

施している。

土地所有者
（大阪市）

もに策定し

市）に基づ

ＪＲ関西本線

・阿倍野地区

阪市営地下鉄

駅前駅が集積

豊富な観光資

近接した天王

して、都市公

管理許可によ

理運営を実施

定を行った結

社が事業を継

ニューアル

寺駅に近い

0.5haを事業

用できる約

が設置されて

設置・運営、

ション活動、

 

飲食店舗
民間施設

（株式会社所

者

た「大阪都市

いて文化観光

線天王寺駅周

区」を位置付

鉄御堂筋線及

積した大阪有

資源も集積

王寺公園内の

公園法（昭和

り、民間事業

施する事業を

結果、近畿日本

継承）が選定

オープンし

エントランス

業対象区域と

0.7ha の芝生

ており、近鉄

公園・緑地

、清掃・警備

舗等
設
所有）

 

市魅力

光拠点

周辺に

付けて

及び谷

有数の

してい

の一部

和 31 年

業者を

を実施

本鉄道

定され、

た。 

 

スエリ

として、

生広場

鉄不動

地整備、

備、緑

事業業方式の概要要 

 

土土地所有者
（大阪市）

図：周辺図

設置管理
（事業用

図 

理許可
用定期借地権））

利活用者
（株式会社）

・設置管理
・民間施設
・民間施設
・民間施設
・広場等の

理許可申請
設整備
設所有
設の維持、管理
の維持、管理及

図：テナント

出典：てんしば

理及び運営
及び運営

ト配置図 

ばＨＰ（http://wwww.tennoji-paark.jp/） 
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権利関係の概

流

の概要 

の

都

基

用

成

形

る

の

北

等

人

よ

針

ー

社

選

31

 

概要 

ホ

備

公

に

 

概要 

 

山おおたかの

つくばエク

土地区画整理

心的な魅力

本方針とし

流山市は、流

を図るため

23 年 11 月流

成」を土地

ために、音

森出張所の

部地域の産

）を有するホ

口増加に資

り整備する

流山おおた

の公表、民

ショングル

、構成員：

ばれ、流山

年春の開業

約１ha の市

ールなどの

した公共施

共施設を取得

より民間事業

集合
民間

（株式会

土地所
（株式会社

の森駅前市有

スプレス流

理事業におい

を兼ね備え

ている。 

流山おおたか

に、「流山お

流山市）を策

利用のコン

響に配慮し

機能を充実

業や観光の振

ホテル、ホー

する集合住

こととした。

かの森駅前市

間事業者の募

ープ（代表企

大成建設株

市は同グル

業に向けた対

市有地を対象

公共施設を整

設と等価と

得し、ホテル

業者に賃貸す

合住宅
間施設
会社等）

所有者
社等共有）

有地活用（千

山おおたかの

いては、地域

た複合的生活

かの森駅北口

おたかの森駅

策定し、「新

セプトとし、

た多目的ホー

した（仮称）

振興に寄与す

ールやホテル

宅からなる一

。 

市有地利活用

募集及び選定

企業：スター

式会社千葉支

ープを優先交

対応が図られ

象として、商

整備するに

なる集合住宅

ルと商業施設

する。 

ホール
公共施設

（流山市所有

土地所有者
（流山市）

千葉県） 

の森駅を中心

域固有の自然

活空間の形成

口にある約１

駅前市有地活

拠点にふさわ

、このコンセ

ールを始め、

）市民窓口セ

するバンケ

ルに付随する

一体的複合施

用事業は、平

定を行い、ス

ーツコーポ

支店）の提案

交渉権者と

ている。 

業施設、ホ

あたり、市は

宅用地を交換

設の敷地は 5

有）

商業
民

（株式

（者

土

心とした約

然を維持・活

成をまちづ

１ha の市有地

活用基本方針

わしい交流空

セプトを具現

、現在のおお

センター、東

ット機能（宴

る商業・業務

施設を民間事

平成 27 年に実

スターツコー

レーション株

案が最優秀提

して決定し、

テル、集合住

は民間事業者

換することに

50 年間の定期

業・ホテル等
民間施設
式会社所有）

定期借地
（株式会社）

土地所有者
（流山市）

 

275ha

活用し、

くりの

地の活

針」（平

空間の

現化す

おたか

東葛飾

宴会場

務施設、

事業に

実施方

ーポレ

株式会

提案に

、平成

 

住宅、

者が整

により

期借地

事業

図

業方式の概要

図：流山都市計画

要 
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土地所有者
（流山市）

地地区一体型特定

貸付
（定期借

土地一部

定土地区画整理事

借地権）

部と公共施設を

事業市街化予想

を交換

図（出典：ＵＲ

利活用者
（株式会社）

Ｒ都市機構） 

・公共施設
・一部土地
・一部市有
・民間施設
・民間施設
・施設の維

図：流山お

（出典：流

 ７回経済

図：北口開

（出典：流

 ７回経済

設整備
地と公共施設交
有地借受
設整備
設所有
維持、管理及び

おたかの森駅前

山市資料（平成

・財政一体改革

開発外観イメージ

流山市資料（平成

済・財政一体改革

交換

び運営

前市有地周辺図 
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革推進委員会資料
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革推進委員会資
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概要 
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続可能な住宅

ＪＲ横浜線十

けて施行さ

1979 年）に

ら昭和 39 年

、近年は住

担い手不足

の基盤とし

希薄化等が課

横浜市は、

地区につい

周辺住宅地

歳以上の人

郊外住宅地

持続可能な

の 20 街区、

、20 街区及

リアマネジ

年に募集を

産株式会社

同企業体（

予定者とし

民間事業者

育所、コミ

の市有地を

齢者向け優

ィスペース、

（分譲

不

宅地モデルプ

十日市場駅は

れた周辺の

に開業し、十

年（1964 年）

民の高齢化

、住宅やイ

て整備され

課題となって

このような郊

て、民間活

における課題

人口割合が 21

の再生モデル

住宅地モデ

21 街区、2

び 21 街区の

メントを民

を開始し、平成

、エヌ・テ

ＪＶ）を代表

て選定した。

は、20 街区の

ュニティース

50 年の定期

良賃貸住宅、

、コミュニテ

分譲住宅

土地所有者
譲住宅購入者

不動産開発
（株式会社）

プロジェクト

は、昭和 46

土地区画整理

十日市場駅南

にかけて市

や若い世代の

ンフラ（道路

る施設の総称

ている。 

郊外住宅地の

力を導入して

題を解決し、

1％超の状態

ルの実現を図

ルプロジェ

22 街区を対

の住宅整備、

間事業者に実

成 27 年に東

ィ・ティ都市

表企業とす

。 

の市有地を取

スペース、ミ

期借地により

、賃貸住宅、

ティカフェ、

者）

ト（神奈川県

年（1971 年

理事業とあわ

側には昭和

営住宅が 2,

の減少、自治

路や上下水道

称）の老朽化

の一つである

て市有地を活

、超高齢化

態）や環境に配

図ることとし

クトは、十

象としたマ

十日市場セ

実施させる

東京急行電鉄

市開発株式会

る民間事業者

取得して多世

ミニスーパー

サービス付

、戸建て分譲

デイサービ

賃貸住宅等
民間施設

（株式会社等所
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286 戸建設さ
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ものであり、

鉄株式会社、東

会社の３社に
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世代向け分譲

ーを整備し、

付高齢者向け住

譲住宅、コミ

ビス等を整備

等
設
所有）

借地
社）
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の地域
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全体の
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による

プを事
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備する。 
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整備イメージ 

出典：横
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貸付（21
（定期借

横浜市ＨＰ（htt
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・市有地借
・民間施設
・民間施設
・民間施設
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地の開発分譲
借受
設整備
設の所有等
設の管理及び運

図：対象地 
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浜アリーナ

ＪＲ東海道新

）に開業し、

区画整理事業

で施行され、

1985 年）に

,000 人収容

浜労災病院、

合競技場が

心としての高

横浜アリー

開港 130 周

ともに、21

化、スポー

ことを目的

昭和 61 年（

武鉄道（株

ーナを設立

ナを整備し

アリーナを

回収を図っ

現在、株式

ディングス

16.8％であ

横浜アリー

20,000 ㎡）、

ント施設で

ア

（神奈川県）

新幹線及び

、約 80.5ha

業が昭和 40

、商業・業務

には横浜市営

容の横浜アリ

、平成９年に

整備され、都

高次都市機能

ナは、平成元

周年を迎える

世紀を展望

ツ等の拠点と

として開業

（1986 年）に

）の３者に

し、当該第

て完成させ

専用利用し

ている。 

会社横浜ア

（株）が 58

ある。 

ナは、約 2.6

延床面積約

ある。 

施設専
（株

アリーナ施設
公

（横浜

土地
（横

） 

ＪＲ横浜線の

の範囲を対

年（1965 年

務系ビルの集

営地下鉄新横

ーナ、平成３

には国内最大

都市型ホテル

能が集積しつ

元年（1989

にあたり、

望した国際文

として、「新

した。 

にキリンホー

より第三セ

三セクターが

た上で横浜市

て収益を得

リーナの株主

.8％、横浜市

6ha の敷地に

約 4.5ha（45,

専用利用者
株式会社）
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浜市所有）

地所有者
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ることによ

主の出資比率
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施設）

は、昭和39年

横浜駅北部地
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ている。昭和
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人収容の横浜

進むなど、新

市政 100 周年

感の醸成に資
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性化の核施設
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金により横浜

、その代わ

り施設整備費
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た建築面積約

屋内型の多目

 

年（1964

地区土

79 年）

和 60 年

元年に
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浜国際
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資する

わしい

設とな
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費の投
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成 27年３月横浜

（

浜市港北区）） 

利活用者
株式会社）
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（出典
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0527112257.pdf
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